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祝日、休日の受付・相談はありません。
ただし、生活不安や仕事の相談は日曜
日も実施する場合があります。

女性のための悩み相談（１人５０分）
心理臨床カウンセラー・中井紀子氏
毎月第１～第４火曜日１３：００～１６：００
予人権室に電話で
人権相談
▽毎週月・水・金曜日９：００～１２：００
▽毎週木曜日１３：００～１６：００
場�上記いずれも市役所５階相談室５０７
備当日直接
LGBT人権相談　
相談員   トランスジェンダー当事者
毎月第3水曜日17:00～20:00
予人権室に電話で
場�上記いずれも市役所5階相談室５０７
人権電話相談（１人３０分）
毎月第２・4金曜日１７：００～２０：００
問人権室
℡０６－６９９２－１５１２

福祉の総合相談
時�①平日9：００～１７：3０②平日10：００
～16：００（表の開催日時を除く）③平
日（表のとおり）

場�①市役所７階守口市社会福祉協議会
②いきいきネット相談支援センター
（藤田町４－２０－１）③各コミュニティ
センター

備当日直接
問守口市社会福祉協議会
℡０６－６９９２－２７１５

市民相談（5月分） 消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

点
検
商
法
に
注
意　

【
事
例
１
】

　
「
近
所
で
工
事
を
す
る
の
で
あ
い
さ
つ
代

わ
り
に
屋
根
を
無
料
で
点
検
し
ま
す
」と
工

務
店
の
男
性
が
訪
ね
て
き
た
。
屋
根
を
調
べ

た
後
に「
瓦
が
割
れ
て
ず
れ
て
い
る
」と
言
わ

れ
、
25
万
円
の
屋
根
補
修
工
事
を
頼
む
こ
と

に
し
た
が
、
本
当
に
工
事
が
必
要
な
の
だ
ろ

う
か
。

【
事
例
２
】

　
「
以
前
の
白
ア
リ
駆
除
の
ア
フ
タ
ー
サ
ー

ビ
ス
で
す
」と
い
う
電
話
が
あ
り
、
点
検
に

来
て
も
ら
っ
た
と
こ
ろ「
床
下
の
湿
気
で
土

台
が
腐
食
し
て
い
る
」と
言
わ
れ
た
。
驚
い

て
言
わ
れ
る
ま
ま
に
90
万
円
の
床
下
換
気
扇

工
事
を
契
約
し
、
２
日
間
の
工
事
を
し
た
。

　
工
事
代
金
を
支
払
っ
た
が
よ
く
考
え
る
と

高
額
す
ぎ
た
の
で
は
な
い
か
。
10
年
前
に
白

ア
リ
駆
除
を
し
た
会
社
と
社
名
が
違
う
。

【
解
説
】

　

無
料
ま
た
は
格
安
で
点
検
し
た
後
に「
こ

の
ま
ま
で
は
大
変
な
こ
と
に
な
る
」な
ど
と

言
っ
て
不
安
を
あ
お
り
、
高
額
な
工
事
な
ど

を
契
約
さ
せ
る
手
口
を「
点
検
商
法
」と
い
い

ま
す
。
特
定
商
取
引
法
で
は
、
訪
問
販
売
を

行
う
と
き
に
は
勧
誘
に
先
立
っ
て
、
事
業
者

名
と
販
売
目
的
の
訪
問
で
あ
る
こ
と
を
は
っ

き
り
告
げ
る
こ
と
を
義
務
づ
け
て
い
ま
す
。

ま
た
、
う
そ
の
説
明
を
し
た
り
、
断
っ
て
い

る
の
に
し
つ
こ
く
勧
誘
す
る
行
為
は
禁
止
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
大
阪
府
消
費
者
保
護
条
例
に
よ
り
、
玄
関

な
ど
に「
訪
問
販
売
お
断
り
シ
ー
ル
」を
貼
っ

て
い
る
場
合
は
訪
問
販
売
を
断
っ
て
い
る
こ

と
に
な
り
、
事
業
者
の
勧
誘
行
為
は
禁
止
さ

れ
ま
す
。「
訪
問
販
売
お
断
り
シ
ー
ル
」を
ぜ

ひ
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。

　
訪
問
販
売
を
受
け
た
と
き
は
事
業
者
の
話

を
う
の
み
に
せ
ず
、
そ
の
場
で
す
ぐ
に
契
約

し
な
い
こ
と
が
大
切
で
す
。
不
要
な
ら
き
っ

ぱ
り
断
り
ま
し
ょ
う
。
工
事
が
必
要
な
場
合

は
、
複
数
の
信
頼
で
き
る
事
業
者
か
ら
見
積

も
り
を
と
り
、
よ
く
比
較・
検
討
し
て
契
約

し
ま
し
ょ
う
。

　
訪
問
販
売
で
契
約
を
結
ん
だ
場
合
、
契
約

書
面
の
控
え
を
受
け
取
っ
た
日
か
ら
8
日
以

内
は
、た
と
え
商
品
を
受
け
取
っ
て
い
て
も
、

工
事
な
ど
が
終
わ
っ
て
い
て
も
、
ク
ー
リ
ン

グ・
オ
フ
が
で
き
ま
す
。
8
日
を
過
ぎ
て
し

ま
っ
て
も
、
勧
誘
方
法
に
問
題
が
あ
れ
ば
契

約
の
取
り
消
し
を
主
張
で
き
る
場
合
が
あ
り

ま
す
の
で
、
ト
ラ
ブ
ル
が
あ
れ
ば
早
め
に
消

費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
相
談
専
用
電
話

℡�

０
６
・
６
９
９
８
・
３
６
０
０

時
午
前
９
時
～
午
後
４
時
３０
分（
平
日
の
み
）

消
費
者
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン（
土・日
、
祝
日
）

℡�

局
番
な
し
１
８
８

時
午
前
１０
時
～
午
後
４
時

令
和
４
年
度
か
ら
保
険
料
率
が
変
更

令
和
４
年
度
か
ら
の
保
険
料
率　

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
率
は
、

２
年
ご
と
に
改
定
し
て
い
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
の
保
険
料
率
お
よ
び
保
険
料

の
計
算
方
法
は
、【
別
表
１
】の
と
お
り
で
す
。

　
な
お
、
令
和
４
年
度
の
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
額
決
定
通
知
書
は
、
７
月
中
旬
ご
ろ

に
郵
送
し
ま
す
。

軽
減
判
定
基
準
に
つ
い
て　

（
１
）均
等
割
額
の
軽
減

　
世
帯
の
所
得
水
準
に
応
じ
て
保
険
料
の
均

等
割
額（
５
４
，４
６
１
円
）が【
別
表
２
】の

よ
う
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。

（
２
）会
社
の
健
康
保
険
な
ど
の
被
扶
養
者
で

あ
っ
た
人
の
保
険
料
の
軽
減

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す
る
日
の

前
日
に
お
い
て
、
会
社
の
健
康
保
険
や
共
済

組
合
、
船
員
保
険
の
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
人

も
、
保
険
料
の
負
担
が
あ
り
ま
す
。
当
面
の

間
、
所
得
割
額
は
課
さ
れ
ず
、
資
格
取
得
後

２
年
間
は
均
等
割
額
の
５
割
が
軽
減
さ
れ
ま

す
。

　
な
お
、【
別
表
２
】の
均
等
割
額
軽
減
措
置

の
７
割
軽
減
に
該
当
す
る
人
に
つ
い
て
は
、

均
等
割
額
の
軽
減
割
合
は
７
割
軽
減
が
適
用

さ
れ
ま
す
。

備�

国
民
健
康
保
険・
国
民
健
康
保
険
組
合
に

加
入
し
て
い
た
人
は
対
象
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。

注�

軽
減
対
象
と
な
る
人
の
判
定
は
、
大
阪
府

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
が
市
区
町
村

か
ら
提
供
さ
れ
た
所
得
情
報
に
基
づ
い
て

行
う
た
め
、
申
請
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
所
得
情
報
が
な
い
場
合

は
判
定
が
で
き
な
い
た
め
、
保
険
課
へ
の

簡
易
申
告
な
ど
が
必
要
で
す
。

保
険
料
額
の
納
め
方　

（
１
）特
別
徴
収（
年
金
か
ら
の
天
引
き
）の
人

　
介
護
保
険
料
の
徴
収
対
象
と
な
っ
て
い
る

年
金
受
給
額
が
年
額
１８
万
円
以
上
あ
り
、
介

護
保
険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
合

算
額
が
、
徴
収
対
象
と
な
る
年
金
の
１
回
当

た
り
の
受
給
額
に
対
し
て
２
分
の
１
を
超
え

な
い
人
は
、
原
則
、
年
６
回
の
年
金
受
給
日

に
、
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
。

（
２
）普
通
徴
収
の
人

　
特
別
徴
収
以
外
の
人
は
、
口
座
振
替
や
納

付
書
で
納
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

▽
口
座
振
替
に
よ
る
納
付

　

金
融
機
関（
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
を
含
む
守
口

市
委
託
契
約
先
金
融
機
関
）の
口
座
か
ら
の

引
き
落
し

▽
所
定
の
納
付
書
に
よ
る
納
付

　
金
融
機
関
、
郵
便
局
お
よ
び
コ
ン
ビ
ニ
で

の
納
付

▽�

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
決
済
ア
プ
リ
サ
ー
ビ
ス

　
納
付
書
に
印
字
さ
れ
て
い
る
バ
ー
コ
ー
ド

を
専
用
ア
プ
リ
で
読
み
取
る
こ
と
で
、
即
時

に
納
付
が
で
き
る
ス
マ
ホ
決
済
。
手
数
料
は

無
料（
対
応
し
て
い
る
ア
プ
リ
…
Ｐペ

イ

ビ

ー

ａ
ｙ
Ｂ・

Ｐペ

イ

ペ

イ

ａ
ｙ
Ｐ
ａ
ｙ
・Ｌラ

イ

ン

ペ

イ

Ｉ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
ａ
ｙ
・Ｆフ

ァ

ミ
ａ
ｍ

ｉ
Ｐペ

イ
ａ
ｙ
・ａエ
ー
ユ
ー
ペ
イ

ｕ
Ｐ
Ａ
Ｙ
）

問
保
険
課

℡
０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
５
４

毎月 場所 ５月

第２火曜日 北部 １０日

第３火曜日 錦 １７日

第４火曜日 八雲東 ２４日

第２木曜日 南部エリア １２日

第３木曜日 東部エリア １９日

毎月 場所 6月

第1木曜日 庭窪 2日

時すべて10：00～12：00

国
民
健
康
保
険・後
期
高
齢
者
医
療

�
平
日
夜
間・休
日
窓
口
開
庁

　

国
民
健
康
保
険
の
加
入・
脱
退
の
届
け
出

や
保
険
料
の
納
付
相
談
な
ど
で
、
平
日
の
日

中
に
来
庁
が
難
し
い
人
は
利
用
し
て
く
だ
さ

い
。

平
日
夜
間　
５
月
９
日（
月
）・１０
日（
火
）・１２

日（
木
）・１３
日（
金
）・２３
日（
月
）・２４
日（
火
）・

２６
日（
木
）・
２７
日（
金
）い
ず
れ
も
午
後
5
時

30
分
～
8
時

休
日　

５
月
１５
日（
日
）・
２９
日（
日
）午
前
9

時
～
午
後
1
時

注�

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
の
即
日
の

再
交
付
な
ど
、
一
部
対
応
で
き
な
い
業
務

が
あ
り
ま
す
。

場�・
問
保
険
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
５
４
５

場�・
問
保
険
収
納
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
５
３
７
、
１
５
３

８

【別表１】令和４年度・５年度の後期高齢者医療制度の保険料

年間の保険料
（限度額６６万円） ＝

均等割額
被保険者１人当たり

５４,４６１円
＋

所得割額
賦課のもととなる所得金額（注１）

【総所得金額等（注２）－基礎控除額（注３）】
×所得割率１１.１２％

（注１）賦課のもととなる所得金額とは、総所得金額等（前年の総所得金額および山林所得金額ならびに他の所得と区分して計算される所得の金額（分
離課税として申告された株式の譲渡所得や配当所得・土地等の譲渡所得など）の合計額）から基礎控除額を控除した額です。（雑損失の繰越控除額は控
除しません。）
（注２）総所得金額等＝収入額－控除額（※）
※�公的年金等控除額、給与所得控除額、所得金額調整控除額、必要経費等のことをいい、医療費控除額、障害者控除額、扶養控除額等の所得控除額
は含みません。

（注３）基礎控除額は地方税法第３１４条の２第２項に定める金額になります。
　（例：前年の合計所得金額が２，４００万円以下の場合、４３万円）
（注４）年度の途中で被保険者の資格を取得したときや喪失したときは、月割りで計算した保険料になります。
（注５）転入などにより所得金額がわからない場合、均等割額を保険料として決定します。転入前の市区町村などへの照会により所得金額がわかれば
再計算をし、翌月以降に保険料が変更となる場合があります。
（注６）修正申告などにより所得などに変更があった場合、さかのぼって保険料額などが変更となる場合がありますので、保険課に連絡してください。

【別表２】均等割額軽減措置判定基準

軽減割合 軽減後の均等割額（年額） 所得の判定区分（同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額）
７割 １６，３３８円 【基礎控除額（４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１）】を超えないとき

５割 ２７，２３０円 【基礎控除額（４３万円）＋２８万５千円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）】を超え
ないとき

２割 ４３，５６８円 【基礎控除額（４３万円）＋５２万円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）】を超えない
とき

※下線部は同一世帯内の被保険者と世帯主に給与所得者等（次の（ア）～（ウ）のいずれかに該当する人）が２人以上いる場合に計算します。
（ア）給与等の収入金額が５５万円を超える人
（イ）６５歳未満かつ公的年金等収入金額が６０万円を超える人
（ウ）６５歳以上かつ公的年金等収入金額が１２５万円を超える人
※�軽減の判定は、４月１日（４月２日以降に加入した場合は加入日）の世帯状況で行います。判定日の後に世帯状況に異動があった場合でも、年度途中の再判定は行い
ません。

※軽減判定するときの総所得金額等には、専従者控除、譲渡所得の特別控除に係る部分の税法上の規定は適用されません。
※�当分の間、年金収入につき公的年金等控除額（６５歳以上である方に係るものに限る。）の控除を受けた人については、公的年金等に係る所得金額から１５万円を控
除した所得金額を用いて軽減判定します。

※世帯主が被保険者でない場合でも、その世帯主の所得が軽減判定の対象所得に含まれます。


